
 
  
 

給与規程 
 
第 1 章  総 則 

（適用範囲） 
第 1 条 この規程は、就業規則第 33条に基づき、正社員（就業規則第 6 条により雇い入れられるもの）及び契約職

員（契約職員就業規則第 6条により雇い入れられるもの）の給与等について定めたものである。ただし、嘱

託、パートタイマー等就業形態が特殊な勤務に従事する者については別に定めるところによる。以下、この

規程においては、「正社員及び契約職員」を「職員」という。 

（給与の種類） 

第 2 条 給与の体系は次のとおりとする。 

給与 

月給給与 

基準内給与 

 

基本給   

諸手当 

 

変則勤務手当 

扶養手当 

住居手当 

管理職手当 

地域手当 

被服手当 

職務手当 

園長手当 

副園長手当 

主任手当 

副主任手当 

基準外給与 諸手当 

時間外勤務手当  

休日勤務手当 

深夜手当 

通勤手当 

賞与 

基本賞与  

業績賞与 

特別賞与 

 

（給与の締切日および支払日） 

第 3 条 給与は、当月初日から起算し当月末日に締切って計算し、当月 25日（支払日が休日の場合はその前日。）

に支払う。ただし、この規程に別段の定めのある場合はこの限りでない。 

（非常退職時払い） 

第 4 条 前条の規定にかかわらず、次の各号の 1に該当するときは、職員（職員が死亡したときはその遺族。）の請

求により、給与支払い日の前であっても既住の就業に対する給与を支払う。 

1． 職員の死亡、退職、解雇のとき 

2． 職員またはその収入によって生計を維持しているものが結婚し、出産し、疾病にかかり、災害を受け、

または職員の収入によって生計を維持している者が死亡したため費用を必要とするとき 

3.  職員またはその収入によって生計を維持している者が、やむを得ない事由によって 1週間以上にわたっ

て帰郷するとき 

4.  その他特に必要と認めたとき 

（遺族の範囲および順位） 

第 5 条 前条に規定する遺族の範囲および順位はそれぞれ民法における相続権者および相続順位とする。 

（給与の計算方法） 

第 6 条 遅刻、早退、欠勤などにより、所定就業時間の全部または一部を、休業した場合においては、その休業した

時間に対応する本俸及び調整手当を支給しない。ただし、この規程、または就業規則に別段の定めのある場

合はこの限りでない。 

   ②前項の場合において、休業した時間の計算は当該給与締切期間の末日において合計し、１時間未満は切り捨 

てる。 

   ③一給与締切期間における給与の各項目に 1円未満の端数を生じた場合においては、これを切り捨てるものと

する。 

   ④給与締切期間の中途において昇給、採用、または退職した者に対する当該給与締切期間における給与は発令 

    日より日割りで計算して支給するものとする。休職に至る場合、復職の場合も同様とする。 

   ⑤前項の日割り計算は、次の方法による。 

    
本俸 + 地域手当 + 職務手当

その給与期間の現日数−勤務を要しない日の日数
 ＝日割り額 

   ⑥勤務 1時間当たりの給与計算は次の方法による。 

    本俸＋地域手当＋職務手当＋被服手当／所定労働時間＝1時間額 

（給与の支払方法） 



 
  
 

第 7 条 給与は通貨で直接職員にその金額を支払う。なお、職員の同意を得た場合には、該当職員の指定する銀行等 

の当該職員の預金口座への振込によることができる。 

  ②前項の規定にかかわらず、次に掲げるものは支払いのとき控除する。 

1．法令で定められているもの（給与所得税、市町村民税、健康保険料、厚生年金保険料、介護保険料、雇用保険料） 

2．職員の過半数を代表する者と書面による協定を結んだもの 

 

第 2 章  基本給 

（基本給） 

第 8 条 基本給は別表 1のとおりとする。 

（基本給の決定） 

第 9 条 新たに給料表の適用をうけることとなった者の級と号給は本人の年齢、資格の有無、学歴、経験等を考慮し 

 て別に定める初任給規程により決定する。 

   ②主任には最低号給を設け、30歳以上 35歳未満で昇任した場合には 2級 8号、35歳以上で昇任した場合 2 級 

16号給とする。 

（昇給） 

第 10条 昇給は基本給について予算の範囲内で行うものとする。 

②昇給は毎年 4月 1日年 1回とする。 

   ③保育園を取り巻く経済状況の悪化または保育園の経営成績が悪化した場合は、昇給を行わないものとする。 

   ④職員が 12ケ月の間、良好な成績で勤務した場合は昇給させることができる。ただし、他の職員との均衡上 

必要と認めるとき、または職員の勤務成績が特に良好であった場合には 12ケ月の期間を短縮することがで 

きる。 

   ⑤中途採用の職員は次のとおりとする。 

    1採用後 3か月未満の者、昇給無し 

    2採用後 3か月以上 9 か月未満の者、1号昇給 

    3採用後 3か月以上の者、2号昇給 

   ⑥承認した場合には 2 号給の範囲内で昇給させることができる。 

   ⑦職員の基本給月額が、その属する職務の級の最高月額である場合には、その者が同一職務の級にある間は昇 

    給しない。ただし、その者がその基本給月額を受けるに至った時から、24 ケ月を下らない期間を良好な成 

績で勤務した場合については、その職員の基本給月額の直近下位の額との差額をその者が現に受けている基 

本給月額に加えて得た額に昇給させることができる。 

⑧ 次の各号に該当する者に対しては昇給を行わないことを原則とする。 

    1． 休職中の者 

    2． 勤務成績または勤務能力の極めて悪い者 

    3． 年間欠勤率 20％以上の者 

    4． 譴責以上の処分を受けた者 

    5． 満 55歳に達した者 

   ⑨育児休業又は介護休業により休職していた職員の復職後の昇給は、復職した日の属する月の翌月初日とする。 

 

第 3 章  職員諸手当 

（職員諸手当） 

第 11条     職員諸手当は以下のとおりとし、その支給要件および支給金額は別表 2 によって支給する。 

   1． 変則勤務手当は早番および遅番勤務をした保育士に支給する。 

   2． 扶養手当は扶養家族のある職員に支給する。 

   3． 住居手当は借家または借間に居住し、一定額を超える家賃または間代を支払っている世帯主である職員

に支給する。但し、施設ごとに運用する借り上げ社宅制度を利用する職員は、入居期間中に限り不支給

とする。 

   4． 通勤手当は 2 キロメートル以上の地域に居住する職員が通勤のため交通機関を利用することを常例とす

る場合、又は車輌等交通用具を使用している場合その職員に支給する。但し、施設ごとに運用する借り

上げ社宅制度を利用する職員は、入居期間中に限り不支給とする。 

   5． 時間外勤務手当は所定就業時間を超えて勤務することを命ぜられた職員に対して支給する。 

   6． 管理職手当は園長に支給する。 

   7． 地域手当は職員に支給する。 

   8． 被服手当は職員に支給する。 

   9． 職務手当は園長、副園長、主任、副主任に支給する。 

   10． 遠隔地赴任手当は遠隔地から採用した職員および異動職員に支給する。 

   11． 公立保育所引継ぎ手当は受託した公立保育所に勤務する職員に支給する。 

 

  



 
  
 

第 4 章  賞 与 

（賞与） 

第 12条 法人は、基本賞与、業績賞与、施設新設賞与及び特別賞与を支給する。支給額・配分方法は別表３に定め

る。 

   ②基本賞与は、上期賞与と下期賞与に分け 6月 1 日、12月 1日（以下これらの日を「基準日」という。）に 

在職する職員で、かつ賞与支給日に在職する職員に対し、基準日から 35日を超えない期間内に支給する。 

ただし、園の予算状況、経営成績等により、その支給額を増額又は減額することがある。 

     上期賞与は 12月 1 日より翌年 5月 31 日までを支給対象期間とする。 

     下期賞与は 6月 1 日より 11月 30日までを支給対象期間とする。 

   ③業績賞与は、園の業績に対応して支給し、前項の上期賞与及び下期賞与に配分し、基準日に在職する職員で、

かつ賞与支給日に在職する職員に対し、基準日から 35日を超えない期間内に各正職員の勤務成績・責任

度・技能業績に応じて支給する。 

   ④施設新設賞与は、保育園を新設した年に決算資金収支残高が予算以上に剰余が生じた場合に、3月 1日に在

職し、かつ 4月 1 日以降も在職する職員に対し年度末に支給する。 

特別賞与は、4月 1日より翌年 2 月末日までを支給対象期間とする。 

   ⑤特別賞与は、決算資金収支残高が予算以上に剰余が生じた場合に、12月 1 日から 5月 31日まで在職する職

員、嘱託職員、非常勤職員に対し上期賞与支給日に支給する。 

   ⑥職員紹介賞与は、リファラル採用制度に基づき、優秀な人材の法人への就労を促した在職する職員、嘱託職

員、非常勤職員に対し支給する。 

 

第 5 章  不就労時の給与 

（休職時の給与） 

第 13条 職員が園の責に帰すべき事由により休業した場合においては、休業 1日につき、労働基準法第 12 条に規 

定する平均給与の 100分の 60 を支給する。 

（特別休暇中の給与） 

第 14条 就業規則第 32条の特別休暇により勤務しなかった時間または日の給与については下記に掲げるものを除き

通常の給与を支給する。 

  1． 特別休暇の届出がなかった者 

  2． 特別休暇の日数を超えて休んだ場合のその超えた日数 

（休職期間中の給与） 

第 15条 就業規則第 11条の休職期間中の給与については、無給とする。 

 

付則 

この規程は平成 10年 4月 1日より施行する。 

1．平成 11年 12月 15日一部改正 

2．平成 12年 4月 1日一部改正 

3．平成 14年 10月 1日一部改正 

4．平成 18年 4月 1日一部改正 

5．平成 18年 12月 14日一部改正 （※） 

  ※賞与の算定については、平成 18年 4月 1日に遡って適用する。 

  ※副園長に係る改正については、平成 19年 4月 1日より施行する。 

6．平成 19年 3月 9日一部改正 

  ※職務手当の支給金額の改正は、平成 19年 4月 1日より施行する。 

付則（平成 20年 5月 28日一部改正） 

（施行期日）この規程は平成 20年 5月 28日より施行し、平成 20年 4月 1日より適用する。ただし、第 2条及び第

11条の特殊業務手当及び管理職手当の改正部分は平成 20年 6月 1日より適用する。 

（みなし号給額）改正後の給与月額を平成 20年度に限り、給料表 A1等級 15号給は 156,200円に 1 等級 16 号給は

159,200円とみなす。 

7．平成 20年 1月 1日一部改正 

8．平成 21年 4月１日一部改正 

9．平成 22年 4月１日一部改正(管理職手当、給料表の改正) 

10．平成 22年 4月 1日一部改正(昇給基準の改正) 

11．平成 22年 6月 1日一部改正(特別賞与の規程の改正) 

12．平成 23年 4月 1日一部改正(別表 1 の改正、別表 2の改正) 

13．平成 24年 4月 1日一部改正(別表 1 の改正) 

14．平成 25年 4月 1日一部改正(給与の種類、職員諸手当、別表１、別表 2、別表 3の改正) 

15．平成 25年 10月 1日一部改正(別表１の改正、地域手当、被服手当、遠隔地赴任手当の新設、別表３の改正) 

（遠隔地採用者赴任費貸与制度との統合）遠隔地赴任手当の新設により遠隔地採用者赴任費貸与制度は廃止し、本手

当に統合する。既に遠隔地採用者赴任費貸与制度に基づく遠隔地採用者赴任費貸与金については、遠隔地赴任手当に

移行する。移行日は平成 25年 12月 15日とする。 

16．平成 26年 4月 1日一部改正（別表１の改正、変則勤務手当の新設） 



 
  
 

17．平成 27年 4月 1日一部改正〔主任最低号給、職員諸手当、別表１及び別表２（小規模保育所園長）の改正〕主

任最低号給の実施にあたっては、在職者の調整を行う。 

18．平成 28年 4月 1日一部改正（住居手当支給要件変更、小規模保育園副園長職務手当変更） 

19．平成 28年 9月 1日一部改正（職員紹介賞与新設） 

20．平成 29年 1月 1日一部改正（借り上げ社宅制度利用者の住居手当、通勤手当不支給） 

21．平成 29年 4月 1日一部改正（地域手当を本俸、管理職手当、扶養手当額の 19%とする） 

 



号給 １  級 ２  級 ３  級 ４級（施設長） 号給 １　級 ２　級 ３　級 号給 １　級 ２　級 ３　級

平成29年4月1日施行 1 195,400 218,300 1 198,600 1 196,900

2 199,100 222,000 2 201,800 2 200,000

3 202,800 225,700 3 205,200 3 203,500

4 206,500 229,400 4 208,500 4 206,800

5 210,300 216,200 233,200 5 145,100 211,800 5 210,600 216,500

6 214,000 220,000 237,000 6 148,000 215,100 6 214,300 220,300

7 138,600 217,800 223,700 240,800 7 150,900 218,500 216,500 7 139,200 218,000 224,000

8 140,800 221,500 227,400 244,600 8 153,800 222,000 220,200 8 141,500 221,700 227,800

9 143,000 225,200 231,300 248,500 9 156,800 225,600 224,000 9 143,900 225,400 231,600

10 145,200 228,900 235,000 252,500 10 159,800 229,200 227,700 10 146,300 229,100 235,300

11 147,400 232,700 238,900 256,600 11 162,700 232,900 231,500 11 148,700 232,900 239,200

12 149,600 236,500 242,800 260,700 12 165,800 236,800 235,300 12 151,300 236,700 243,100

13 151,800 240,300 246,800 265,000 13 168,900 240,500 239,100 13 153,900 240,500 247,100

14 154,600 244,100 250,900 269,200 14 172,100 244,300 243,100 14 156,700 244,200 251,100

二年短専 15 157,500 247,800 254,900 273,400 15 175,300 248,200 247,100 15 159,700 248,100 255,100

7ヶ月以上 16 160,300 251,800 258,900 277,800 16 176,700 252,100 251,100 16 161,100 252,000 259,100

15ヶ月以上 三年短専 17 163,200 255,800 263,100 282,200 17 178,100 256,300 255,200 17 162,500 256,000 263,200

22ヶ月以上 7ヶ月以上 18 165,400 259,500 267,300 286,600 18 179,900 259,900 259,300 18 166,100 259,700 267,600

30ヶ月以上 15ヶ月以上 四大卒 19 169,300 263,200 271,500 290,900 19 183,600 263,600 263,300 19 171,300 263,400 271,800

37ヶ月以上 22ヶ月以上 7ヶ月以上 20 173,300 266,800 275,800 295,400 20 186,700 267,200 267,600 20 174,900 267,000 276,000

45ヶ月以上 30ヶ月以上 15ヶ月以上 21 175,400 270,400 280,000 299,900 21 188,000 270,800 271,800 21 176,700 270,600 280,200

52ヶ月以上 37ヶ月以上 22ヶ月以上 22 179,500 274,100 284,400 304,400 22 191,200 274,400 276,000 22 180,500 274,200 284,500

60ヶ月以上 45ヶ月以上 30ヶ月以上 23 183,900 277,600 288,600 309,000 23 194,400 278,000 280,200 23 184,600 277,800 288,700

67ヶ月以上 52ヶ月以上 37ヶ月以上 24 188,000 280,900 292,900 313,600 24 197,700 281,300 284,600 24 188,700 281,100 292,900

75ヶ月以上 60ヶ月以上 45ヶ月以上 25 192,000 284,200 297,200 318,300 25 200,900 284,600 288,800 25 192,800 284,400 297,200

82ヶ月以上 67ヶ月以上 52ヶ月以上 26 195,800 287,500 301,700 323,200 26 204,200 287,900 293,200 26 196,300 287,700 301,700

90ヶ月以上 75ヶ月以上 60ヶ月以上 27 199,400 290,700 306,200 327,800 27 207,500 291,200 297,400 27 199,600 290,900 306,200

97ヶ月以上 82ヶ月以上 67ヶ月以上 28 203,100 294,000 310,400 332,100 28 210,700 294,300 302,000 28 203,100 294,100 310,400

105ヶ月以上 90ヶ月以上 75ヶ月以上 29 206,500 297,400 314,400 336,400 29 214,000 297,900 306,400 29 206,600 297,500 314,400

112ヶ月以上 97ヶ月以上 82ヶ月以上 30 210,200 300,800 318,500 340,700 30 217,200 301,300 310,800 30 210,300 300,900 318,500

120ヶ月以上 105ヶ月以上 90ヶ月以上 31 213,600 304,200 322,700 344,900 31 220,700 304,500 314,900 31 213,900 304,300 322,700

127ヶ月以上 112ヶ月以上 97ヶ月以上 32 217,100 307,400 326,800 349,300 32 224,300 307,600 319,100 32 217,400 307,500 326,800

135ヶ月以上 120ヶ月以上 105ヶ月以上 33 220,500 310,500 330,800 353,500 33 227,800 310,600 323,100 33 220,900 310,600 330,800

142ヶ月以上 127ヶ月以上 112ヶ月以上 34 224,000 313,400 334,900 357,600 34 231,200 313,500 327,100 34 224,500 313,500 334,900

150ヶ月以上 135ヶ月以上 120ヶ月以上 35 227,400 316,400 338,800 361,800 35 234,400 316,600 331,100 35 227,900 316,600 338,800

142ヶ月以上 127ヶ月以上 36 230,800 319,300 342,600 365,700 36 237,800 319,600 335,200 36 231,400 319,600 342,600

150ヶ月以上 135ヶ月以上 37 234,100 322,300 346,200 369,600 37 241,100 322,600 339,000 37 234,600 322,600 346,200

142ヶ月以上 38 237,400 325,200 349,800 372,400 38 244,400 325,600 342,800 38 238,000 325,600 349,800

150ヶ月以上 39 240,700 327,600 353,400 375,000 39 247,600 327,900 346,400 39 241,400 327,900 353,400

40 244,000 329,700 355,900 377,700 40 250,900 329,900 349,800 40 244,600 329,800 355,900

41 247,300 331,600 358,200 380,200 41 254,100 331,800 353,400 41 248,000 331,700 358,200

42 250,700 333,400 360,600 382,600 42 257,400 333,600 355,900 42 251,200 333,400 360,600

43 253,900 335,000 362,900 384,700 43 260,600 335,300 358,200 43 254,600 335,000 362,900

44 257,300 336,600 364,500 386,700 44 263,900 337,000 360,600 44 257,900 336,600 364,500

45 260,600 338,100 366,300 388,600 45 267,000 338,400 362,900 45 260,900 338,100 366,300

46 263,800 339,300 367,900 390,100 46 270,200 339,400 364,500 46 264,100 339,300 367,900

47 266,900 340,300 369,600 391,500 47 273,200 340,400 366,200 47 267,300 340,300 369,600

48 270,100 341,400 371,300 392,700 48 276,300 341,400 367,800 48 270,300 341,400 371,300

49 273,100 342,500 372,800 393,800 49 279,400 342,500 369,400 49 273,400 342,500 372,800

50 276,300 343,300 373,800 394,900 50 282,400 343,300 371,100 50 276,400 343,300 373,800

51 279,400 344,300 375,000 395,800 51 285,300 344,300 372,600 51 279,400 344,300 375,000

52 282,400 345,100 376,100 396,800 52 288,200 345,000 373,700 52 282,400 345,100 376,100

53 285,300 346,000 377,000 397,700 53 291,100 345,700 374,800 53 285,300 345,700 377,000

54 288,200 346,800 378,100 398,800 54 293,700 346,500 375,900 54 288,200 346,400 378,100

55 291,100 347,500 379,000 399,700 55 296,300 347,200 376,800 55 291,000 347,200 379,000

56 293,700 348,300 380,100 400,700 56 298,700 347,800 377,900 56 293,600 347,800 380,100

57 296,300 349,100 380,900 401,600 57 300,800 348,600 378,800 57 296,100 348,600 380,900

58 298,800 349,800 381,900 402,500 58 302,600 349,400 379,800 58 298,400 349,300 381,900

59 301,100 350,600 382,900 403,200 59 304,300 350,000 380,700 59 300,600 350,000 382,900

60 303,000 351,400 383,800 404,100 60 306,000 350,800 381,600 60 302,300 383,800

61 304,800 352,100 384,700 404,900 61 307,400 351,500 382,400 61 304,200 384,600

62 306,400 352,800 385,600 405,600 62 308,500 383,300 62 306,000 385,500

63 307,900 353,600 386,400 406,500 63 309,400 384,100 63 307,600 386,300

64 308,900 354,300 387,300 407,400 64 310,200 385,100 64 308,800 387,200

65 310,000 355,000 388,100 408,100 65 310,900 385,800 65 309,900 388,000

66 310,900 388,900 409,000 66 311,600 386,800 66 310,700 388,800

67 311,600 389,700 409,800 67 312,300 387,600 67 311,300 389,600

68 312,400 390,500 410,500 68 313,100 388,500 68 312,100 390,400

69 313,200 391,300 411,400 69 313,700 389,300 69 312,800 391,200

70 313,900 392,200 412,200 70 314,500 390,200 70 313,600

71 314,700 393,000 412,900 71 315,200 391,000 71 314,200

72 315,500 393,700 413,600 72 315,900 72 315,000

73 316,200 394,500 73 316,600 73 315,700

74 317,000 395,300 74 317,300 74 316,400

75 317,800 396,000 75 318,100 75 317,100

76 318,400 76 318,700 76 317,800

77 319,200 77 319,500 77 318,500

78 319,900 78 320,200 78 319,300

79 320,700 79 320,900 79 320,000

80 321,300 80 321,600 80 320,800

81 322,100 81 322,300 81 321,400

82 322,800 82 323,000 82 322,100

83 323,500 83 323,700 83 322,800

84 324,400 84 323,500

85 324,200

86 324,900

別表１
＜給料表Ａ＞［施設長、保育士、調理員、事務員、用務員等］ ＜給料表Ｂ＞［看護師、保健師等］ ＜給料表Ｃ＞［管理栄養士、栄養士等］



2

別表２　　
項　目

５００円

イ　配偶者 月額　13,500円
ロ　子１人につき 月額　  3,000円

イ　当該年度末で35歳未満の職員 月額　15,000円
ロ　当該年度末で35歳以上の職員 月額　  7,500円

（１）　交通機関利用者

（２）　車輌等交通用具利用者

　　　３０ｋｍ以上　　 ２０,０００円

　　　２５ｋｍ以上 　　　３０ｋｍ未満 １６,１００円

　　　１５ｋｍ以上 　　　２５ｋｍ未満 １１,３００円

　　　１０ｋｍ以上 　　　１５ｋｍ未満 　６,５００円

　　　　２ｋｍ以上 　　　１０ｋｍ未満 　４,１００円

通常の日 Ａ×１．２５×時間外勤務時間

通常の日の深夜 Ａ×１．５０×時間外勤務時間

休日 Ａ×１．３５×時間外勤務時間

休日深夜 Ａ×１．６０×時間外勤務時間

※深夜＝22時～翌日５時まで

変
則
勤
務
手
当

支 給 要 件
イ　始業時間が午前８時より早い保育士

ロ　終業時間が午後６時より遅い保育士
ハ　時間外勤務の場合は支給しない

支 給 金 額 イ　日額

支 給 金 額

扶
養
手
当

支 給 要 件

イ　借家又は借間に居住し、月額２０,０００円を超えて家賃又は間代を支払って
いる施設長（園長）以外の世帯主である職員。

ロ　賃貸借契約書の写しを提出すること。

ハ　住居手当は届出の日の属する給与計算期間から受給資格の喪失の日の
属する給与計算期間迄支給する。

住
居
手
当

支 給 要 件

通
勤
手
当

支給金額

　イ　通勤距離に応じて下記のとおり支給する。但し、月間の出勤日数が20日
に満たない場合は、以下の適用額を20で除して実出勤日数を乗じたものとす
る。

時
間
外
勤
務
手
当

支 給 要 件

　イ　利用区間において、６ヵ月間出勤した場合の最も経済的な価格とし、月額
２０,０００円を限度として支給する。

イ １時間当たりの単価の算出方法

本俸＋地域手当＋職務手当＋被服手当
=　Ａ

所定労働時間

イ 　所定就業時間を超えて勤務をすることを命ぜられた職員
ロ　 時間外勤務手当の計算期間は前月初日から前月末日迄とし、翌月の給料
支払日に支払う。

　ロ　通勤車両管理規程に定める私有車を用いて通勤する場合、その私有車
の保管場所として所属施設の近隣に駐車場を借り受けたときには月額6,000円
を上限に、その半額を補助する。

[職員諸手当の支給要件及び支給金額について]
内　　　　　容

支 給 要 件

イ　交通機関を利用している職員で、通勤距離が片道２キロメートル以上の者
で、運賃又は料金を負担することを常例　とする者。

ロ　車輌等交通用具を利用している職員で、通勤距離が片道２キロメートル以
上の者で、交通用具を使用することを常例　とする者。

ハ　通勤の方法は園が認める最も経済的な順路及び交通機関を利用するこ
と。
ニ　給与計算期間の途中で就職、退職又は通勤方法を変更した者は日割計算
による。

２．18歳未満の子。但し、在学生は在学証明書を提出し継続すること。

ハ　扶養手当は届出の日が属する給与計算期間から受給資格の喪失の日の
属する給与計算期間迄支給する。

支 給 金 額

イ　扶養親族のある職員。

ロ　扶養親族とは次に掲げる者で、他に生計のみちがなく、主としてその職員の
扶養を受けているものをいう。

１．配偶者(婚姻の届け出をしていないが事実上婚姻と同様の事情にある者
を含む。)

支給金額
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別表２　　
項　目

[職員諸手当の支給要件及び支給金額について]
内　　　　　容

イ　園長に支給する。

イ　職員に支給する。

イ　その給与計算期間の本俸、管理職手当、扶養手当の19パーセント。

イ　職員に支給する。　

イ　月額  1,000円　　ただし、採用初年度は4,000円、2年目は2,000円。

イ　園長に職務手当を支給する。

ロ　副園長に職務手当を支給する。

ハ　主任に職務手当を支給する。

ニ　副主任に職務手当を支給する。

50,000円 ただし、小規模保育所の園長は30,000円

20,000円 ただし、小規模保育所の副園長は12,000円

10,000円

8,000円

イ　遠隔地から新規採用した職員に支給する。

ロ　常勤職員としての雇用契約をすでに結んでいる現非常勤職員に支給する。

ハ　異動する常勤職員に支給する。

　①採用試験応募時の現住所もしくは出身地が遠隔地（※1）であること。

　②採用試験応募時に保育士資格養成学校に在学中であること。

　③雇用契約締結時に住居手当の支給要件を満たすこと。

　④新規採用日から継続して2年以上就労すること。

　⑤過去に同種の手当および貸与金の支給、貸与を受けていないこと。

　⑥異動時の現住所が遠隔地（※1）であること。

イ　新規採用時1回のみ 採用年度ごとに理事会にて決定する。

ロ　新規常勤職員登用時に1回のみ 採用年度ごとに理事会にて決定する。

ハ　異動1回につき1回のみ 異動時に理事会にて決定する。

イ　1年目は給与計算期間の本俸の５パーセント

 ２年目は給与計算期間の本俸の４パーセント

 ３年目は給与計算期間の本俸の３パーセント

 ４年目は給与計算期間の本俸の２パーセント

 ５年目は給与計算期間の本俸の１パーセント

イ　基準日に在職する職員。

イ　支給金額は次式により算定する。

イ　基準日に在職する正職員。

イ　支給金額は次式により算定する。

イ 公立保育所を受託し、運営および保育内容をそのまま引き継ぐ場合、その保
育所に勤務する職員に、受託から5年間支給する。

公
立
保
育
所
引
継
手
当

支給要件

支給金額

支給金額

※1　遠隔地とは公共交通機関を用いて通勤した場合、午前6時30分までにＪ
Ｒ中央線国立駅および東武東上線下赤塚駅に到着できない地をいう。

ロ　月額

ハ　月額

ニ　月額

イ　月額

管理職
手当

支 給 要 件

支 給 金 額

支給要件

ただし、イおよびロについては以下の①から⑤のすべての条件を、ハについて
は⑤から⑦のすべての条件を満たすこと。

  ⑦異動後に世帯主であり、賃貸借契約を結び月額20,000円を超える家賃又
は間     賃を支払っていること。

イ　給与計算期間の本俸の10パーセントとする。ただし、小規模保育所の園長
は７パーセントとする。

地域手
当

支 給 要 件

支 給 金 額

被服手
当

支 給 要 件

支 給 金 額

遠隔地
赴任手

当

業績賞与

賞

基本賞与

支給要件

職務手
当

支給要件

支給金額

　　支給基準額（別表３）×在職期間率（別表３）×基本賞与率
　　（別表３）

支給金額

支給要件

　　支給基準額（別表３）×勤務期間率（別表３）×業績賞与率
　　（別表３）×成績率（別表３）

支給要件 イ　３月１日に在職し、かつ４月１日以降も在職する職員。

支給金額
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別表２　　
項　目

[職員諸手当の支給要件及び支給金額について]
内　　　　　容

　　支給金額（別表３）×勤務期間率（別表３）

特別賞与

与 施設新設
賞与

イ　支給金額は、剰余金の範囲内で理事会にて決定し次式により算定する。
支給金額

職員、嘱託職員：支給金額（別表３）×勤務期間率（別表３）
非常勤職員：支給基準単価×支給対象期間勤務時間数

支給金額

イ　支給金額は、剰余金の範囲内で理事会にて決定し次式により算定する。

イ　前年12月1日から当年3月3１日まで在職し、かつ5月31日以降も在職する職
員。

支給要件



5

別表３

１．賞与
　　（１）　賞与は基本賞与、業績賞与及び特別賞与からなる。
　　（２）　賞与は上期賞与、下期賞与、施設新設賞与、特別賞与、職員紹介賞与とする。

２．基本賞与の計算方法について
　　（１）　基本賞与は次式により算出する。

基本賞与＝支給基準額（２）×在職期間率（３）×基本賞与率（４）
　　（２）　支給基準額とは給与計算期間に受ける本俸及び地域手当の合計額とする。
　　（３）　在職期間率

　在職期間の算定には、次の期間は算定の基礎に含めない。
　①　休職及び停職の期間
　②　給与を減額された期間
　③　負傷疾病により勤務しなかった期間
＜表 １＞

1.0
0.8
0.7
0.6
0.5

　暦在職日数の算定については、次の期間は算定の基礎の含めない。
　　　①　上記①～③に準ずる期間
　　　②　産前産後休暇の期間
　　　③　育児休業及び介護休業の期間
＜式 １＞在職期間率＝職員の暦在職日数／支給対象期間の暦日数

　　（４）　基本賞与率

特 別 賞 与
6月1日より35日を超えな
い期間内

上期賞与、下期賞与の支
給日に準ずる

対象となる職員の試用期間が満了日
が上期賞与、下期賞与の支給対象期
間内であること。

下期賞与
1.0

１２月１日より３５日を超え
ない期間内

在 職 期 間 在職期間率

　ただし、支給対象期間において、産前産後休暇の期間、育児休業及び介護休業の期間が含まれる
場合は、職員の暦在職日数を支給対象期間の暦日数で除した率を在職期間率とする。（＜式 １＞参

６ヶ月以上
５ヶ月以上

　基準日現在で、支給対象期間における在職期間を算定し、＜表 １＞により在職期間率を決定する。

２ヶ月以上
３ヶ月以上 ４ヶ月未満

３ヶ月未満

施設新設賞与
3月1日より35日を超えな
い期間内

４ヶ月以上
６ヶ月未満
５ヶ月未満

前年4月1日～当年2月末日

前年12月1日～当年3月末日

職員紹介賞与

〔賞与の計算方法〕

支給日

上期賞与
基本賞与率 1.0

支給対象期間
６月１日より３５日を超えな
い期間内

上 期 賞 与

下 期 賞 与

前年１２月１日～当年５月３１日

当年６月１日～当年１１月３０日
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３．業績賞与の計算方法について
　　（１）　業績賞与は次式により算出する。

業績賞与＝支給基準額（２）×勤務期間率（３）×業績賞与率（４）×成績率（５）
　　（２）　支給基準額とは給与計算期間に受ける本俸及び地域手当の合計額とする。
　　（３）　勤務期間率

　勤務期間の算定には、次の期間は算定の基礎に含めない。
　①　休職及び停職の期間
　②　給与を減額された期間
　③　負傷疾病により勤務しなかった期間
＜表 ２＞

1.0
0.8
0.7
0.6
0.5

　暦勤務日数の算定については、次の期間は算定の基礎の含めない。
　　　①　上記①～③に準ずる期間
　　　②　産前産後休暇の期間
　　　③　育児休業及び介護休業の期間
＜式 ２＞勤務期間率＝正職員の暦勤務日数／支給対象期間の暦日数

　　（４）　業績賞与率

　　（５）　成績率
人事考査の評価により、次の５段階で評価し、成績率を決定する。

４．施設新設賞与の計算方法について
　　（１）　施設新設賞与は次式により算出する。

施設新設賞与＝支給金額（２）×勤務期間率（３）
　　（２）　支給金額とは、剰余金の範囲内で理事会にて決定した金額とする。
　　（３）　勤務期間率

　勤務期間の算定には、次の期間は算定の基礎に含めない。
　①　休職及び停職の期間
　②　給与を減額された期間
　③　負傷疾病により勤務しなかった期間
＜表 ２＞

1.0
0.8
0.6
0.4

Ｂ

上期賞与

Ｃ
Ｄ
Ｅ

1.2
1.1
1.0
0.9
0.8

園の経営成績により
理事会にて決定する

成績率

5ヶ月以上 8ヶ月未満
2ヶ月以上 5ヶ月未満

8ヶ月以上 11ヶ月未満

園の経営成績により
理事会にて決定する

Ａ

２ヶ月以上 ３ヶ月未満

人事考課の評価

11ヶ月以上

　ただし、人事考査を行わない場合は、理事会においてクラス担任を担える
か否かの評価を行い、成績率を決定する。

成　績　率評　　　価
クラス担任を任せられる

　 クラス担任を任せられない
1.0
0.8

　３月１日現在で、支給対象期間における勤務期間を算定し、＜表３＞により勤務期間率を決定する。

勤 務 期 間

　ただし、支給対象期間において、産前産後休暇の期間、育児休業及び介護休業の期間が含まれる
場合は、正職員の暦在職日数を支給対象期間の暦日数で除した率を勤務期間率とする。（＜式 ２＞

業績賞与率

下期賞与

勤務期間率

勤務期間率
６ヶ月以上
５ヶ月以上 ６ヶ月未満
４ヶ月以上 ５ヶ月未満
３ヶ月以上 ４ヶ月未満

勤 務 期 間

　基準日現在で、支給対象期間における勤務期間を算定し、＜表 ２＞により勤務期間率を決定する。
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５．特別賞与の計算方法について
　　（１）　職員の特別賞与は次式により算出する。

特別賞与＝支給基準額×勤務期間率×特別賞与率×成績率
　　（２）　嘱託職員の特別賞与は次式により算出する。

特別賞与＝支給基準額×勤務期間率×特別賞与率×成績率
　　（３）　非常勤職員の特別賞与は次式により算出する。

特別賞与＝支給基準単価×支給対象期間勤務時間数
　　（４）　支給基準額、支給基準単価とは、剰余金の範囲内で理事会にて決定した金額とする。
　　（５）　勤務期間率

　勤務期間の算定には、次の期間は算定の基礎に含めない。
　①　休職及び停職の期間
　②　給与を減額された期間
　③　負傷疾病により勤務しなかった期間
＜表 ２＞

1.0
0.8
0.7
0.6
0.5

　暦勤務日数の算定については、次の期間は算定の基礎の含めない。
　　　①　上記①～③に準ずる期間
　　　②　産前産後休暇の期間
　　　③　育児休業及び介護休業の期間
＜式 ２＞勤務期間率＝正職員の暦勤務日数／支給対象期間の暦日数

　　（６）　成績率
人事考査の評価により、次の５段階で評価し、成績率を決定する。

６．職員紹介賞与の計算方法について
　　（１）　職員紹介賞与は定額とする。
　　（２）　支給金額とは、剰余金の範囲内で理事会にて決定した金額とする。

６ヶ月以上
５ヶ月以上 ６ヶ月未満

Ｃ 1.0

　ただし、支給対象期間において、産前産後休暇の期間、育児休業及び介護休業の期間が含まれる
場合は、正職員の暦在職日数を支給対象期間の暦日数で除した率を勤務期間率とする。（＜式 ２＞

４ヶ月以上 ５ヶ月未満
３ヶ月以上 ４ヶ月未満
２ヶ月以上 ３ヶ月未満

　基準日現在で、支給対象期間における勤務期間を算定し、＜表 ２＞により勤務期間率を決定する。

勤 務 期 間 勤務期間率

Ｄ 0.9
Ｅ 0.8

人事考課の評価 成績率
Ａ 1.2
Ｂ 1.1
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就業規則 
 

第１章 総   則 

（目   的） 

第１条  この規則は、社会福祉法人国立保育会の就業に関する事項を規

定する。 

  ②  この規則及びこの規則の付属規程に定めた事項のほか、職員の

    就業に関する事項は、労働基準法その他の法令の定めるところに

    よる。 

（適 用  範 囲             ） 

第２条  この規則は、法人に勤務するすべての職員に適用する。ただし、

    パートタイマー等就業形態が特殊な勤務に従事する者については

    別に定めるところによる。 

（遵守の義務） 

第３条  法人及び職員は、この規則及び付属規定を遵守し相互に協力し

て    事業の発展と労働条件の向上に努めなければならない。 

（職員の定義） 

第４条  この規則で職員とは第２章で定めるところにより採用され、常

    時法人の業務に従事する者をいう。 

（職員の区分） 

第５条  職員の職名を次のとおりとする。なお、園長については労働基

準法第41条に該当する職員とする。 

    １．園長 

    ２．副園長 

３．主任保育士、副主任保育士 

４．保育士 

    ５．看護師、保健師 

    ６．管理栄養士、栄養士、調理員 

７．事務員、用務員 

 

第２章 人   事 

（採   用） 

第６条  職員の採用は、この法人に就職を希望するものの中から書類審

査及び面接により選考を行い、それに合格した者を職員として採

用する。 

（試 用  期 間             ） 

第７条  新たに採用した者については、採用の日から１ヶ月間を試用期

    間とする。 
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  ②  試用期間中または試用期間満了の際、引き続き職員として勤務 

    させることが不適当と認められる者については、第１３条の手続 

    きに従い解雇する。 

  ③  試用期間は勤続年数に通算する。 

（採用決定時の提出書類） 

第８条  職員として採用された者は、採用後１週間以内に次の書類を提 

    出しなければならない。 

    １．履歴書（自筆） 

    ２．写 真 

    ３．住民票記載事項の証明書 

    ４．最終学校の卒業証明書 

    ５．免許証その他資格証明書の写 

    ６．健康診断書 

    ７．誓約書 

    ８．身元保証書 

    ９．その他人事管理上必要な書類 

  ②  前各号の書類は、法人が必要を認めない場合はその一部を省略

することがある。 

  ③  第１項の提出書類の記載事項に異動があったときは、その都度

    すみやかに届け出なければならない。 

（異   動） 

第９条  業務上必要がある場合には、職員の従事する職務または就業場

    所の変更を命ずることがある。 

（休   職） 

第10条  職員が次の各号の一に該当する場合は、休職とする。 

    １．業務外の傷病により欠勤３ヶ月以上にわたるとき。 

    ２．刑事事件により起訴されたとき。 

    ３．その他法人が休職を必要と認めたとき。 

（休職期間） 

第11条  前条の規定による休職期間は、次の各号による。 

    １．前条１号業務外の傷病によるとき 

       勤続  ２年未満の者       90日 

        〃   ２年以上10年未満の者  ６ヶ月 

        〃   10年以上の者     １２ヶ月 

    ２．前条２号および３号の場合 

                その必要と認めた期間 

  ②  休職期間中の給与は給与規程の定めるところによる。 

  ③  休職期間は勤続年数に算入しない。 
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（復   職） 

第12条  休職期間満了前に休職事由が消滅したときは復職させる。復職 

    は原則として原職へ復職させるが、業務の都合により職務を変更

    することがある。 

  ②  前項の場合、復職後６ヶ月以内に同一の事由により再び欠勤し

    た時は復職を取り消し、復職前の休職期間に通算する。 

（解   雇） 

第13条  職員が次の各号のいずれかに該当する場合は解雇することがで

    きる。 

    １．身体または精神の障害により業務に耐えられないと認められ

      たとき 

    ２．勤務成績または能率が著しく劣り業務に耐えられないと認め

      られたとき 

    ３．やむを得ない事由により法人の事業を縮小し、剰員を生じた

とき 

    ４．刑事事件により起訴され有罪が確定したため、就業できなく

      なったとき 

    ５．性格上著しく円満を欠く等、法人または他に迷惑になるとき 

    ６．その他各号に準ずる程度のやむを得ない事由があるとき 

（解雇の予告） 

第14条  前条により解雇する場合には30日前に本人に予告し、または労

    働基準法第12条に規定する平均賃金の30日分に相当する予告手当

    を支払う。この場合において予告の日数は、平均賃金を支払った

    日数だけ短縮することとする。 

（解雇制限） 

第15条  第１３条の規定にかかわらず、次の各号の１に該当する期間は

解雇しない。ただし、第１号の場合において療養開始後３年を経

過しても傷病がなおらないで打切補償を支払った場合（法律上打

切補償を支払ったとみなされる場合を含む）はこの限りでない。 

    １．業務上負傷し、または疾病にかかり療養のため休業する期間 

      及びその後30日間 

    ２．産前産後の女子が休業する期間及びその後30日間 

  ②  天災地変その他やむを得ない事由のため事業の継続が不可能に

    なった場合は労働基準監督署長の認定をうけて解雇する。 

（退   職） 

第16条  職員が次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、その日

    を退職の日とし、職員としての地位を失なう。 

    １．死亡したとき 
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    ２．期間を定めて雇用した者の雇用期間が満了したとき 

    ３．休職期間満了後復職できないとき 

    ４．本人の都合により退職を願い出て、その承認があったとき  

（定  年） 

第16条の２ 職員の定年は、満60歳とし、定年に達した年度の末日を以っ 

    て退職とする。 

（継続雇用） 

第16条の３ 定年に達した者が引き続き勤務を希望するときは、定年の6

ヶ月前までに法人に申し出るものとする。 

  ②  前項の定年到達者が引き続き勤務を希望した場合は、引き続き

満６５歳の年度の末日まで雇用する。ただし、労働条件等は、別

途嘱託職員の就業規則に定める。 

（退職手続） 

第17条  職員が自己の都合により退職しようとするときは、少なくとも

    １ヶ月前迄に退職願を提出しなければならない。 

  ②  退職願を提出した者は、法人の承認があるまでは従前の業務に

服さなければならない。 

  ③  退職願を提出した者は、退職迄の間に必要な事務の引継ぎを完 

    了しなければならない。 

 

第３章 勤   務 

第１節  勤務時間・休憩・休日 

（勤務時間） 

第18条  職員の勤務時間は実働1週４０時間とし、1年単位の変形労働時

間制を適用する。 

（始業・終業の時刻及び休憩の時刻） 

第19条  始業、終業の時刻及び休憩の時刻は園長が作成する勤務時間表

    のとおりとする。 

  ②  前条の変形労働時間制の起算日は、4月1日とする。 

  ③  園長が作成する勤務時間表は、勤務月の前月末日までに勤務月

1ヶ月間の始業、終業の時刻、休憩の時刻及び第22条4号の休日

を明記し、掲示または配布を以って各職員に通知する。 

  ④  勤務時間表の終業時刻は、業務に支障のない範囲内で15分以内

を繰り上げることができる。 

（出張等の勤務時間および旅費） 

第20条  職員が出張その他園の用務をおびて園外で勤務する場合で勤務

    時間を算定しがたいときは、第18条の時間を勤務したものとみな

    す。 
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  ②  職員が出張する場合は、別に定める旅費規程により旅費を支給

    する。 

（時間外勤務） 

第21条  業務の都合により所定時間外に勤務させることがある。 

  ②  法定の労働時間を超える時間外勤務は、所轄労働基準監督署長

    に届け出た職員代表との時間外労働協定の範囲内とする。 

  ③  次に掲げる職員については、前項の規程により、時間外に労働 

    させる場合においても、２週間に１２時間、１年について１５０

    時間を超えないものとする。 

１．  小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員 

２．  負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障害により、

２週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする常態にある

次に掲げるいずれかの者を介護する職員 

ア．配偶者、父母もしくは子または配偶者の父母 

イ．当該職員が同居し、かつ扶養している祖父母、兄弟姉妹

または孫 

（休   日） 

第22条  休日は次のとおりとする。 

    １．日曜日 

    ２．国民の祝日 

３.年末年始（12月29日～１月３日） 

    ４. 週４０時間勤務体制実施に伴い、園が各職員に指定した日 

（休日の振替） 

第23条  業務の都合でやむを得ない場合は前条の休日を10日以内の他の

    日と振り替えることがある。 

  ②  前項の場合、前日までに振替による休日を指定して職員に通知 

    する。 

（休日勤務） 

第24条  業務上必要がある場合には、第22条の休日に勤務を命ずること

    がある。 

  ②  法定の休日に勤務させる場合は、所轄労働基準監督署長に届け

    出た職員代表との休日労働協定の範囲内とする。 

 ③  次に掲げる職員については、前項の規定により、休日に労働さ 

    せる場合においても、２週間に１２時間、１年について１５０時 

間を超えないものとする。 

１．  小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員 

２．  負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障害により、

２週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする常態にある
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次に掲げるいずれかの者を介護する職員。 

ア．配偶者、父母もしくは子または配偶者の父母 

イ．当該職員が同居し、かつ扶養している祖父母、兄弟姉妹

または孫 

（非常災害時の時間外、休日勤務等） 

第25条  事故の発生、火災、風水害その他避けることのできない事由に

    より臨時の必要がある場合には第21条の規程にかかわらず、すべ

    ての職員に対し第18条の勤務時間を超えて、または第22条の休日

    に勤務させ、若しくは午後10時から午前５時迄の間の深夜に勤務

    させることがある。 

（割増賃金） 

第26条  第21条、第24条及び前条で規定する時間外勤務、休日勤務に対

    しては、給与規程の定めるところにより割増賃金を支給する。 

（適用除外） 

第27条  労働基準法第41条第２号または第３号に該当する者については、

    本節の規定は適用しない。 

第２節  休  暇 等 

（年次有給休暇） 

第28条  年次有給休暇は、毎年４月１日を起算日とした在籍年数に応じ、

    別表３ー１のとおり与える。 

  ②  前項の規定にかかわらず、年次有給休暇付与の基礎となる各勤

    続期間における欠勤日数が所定就業日数の２割を超える場合の休

    暇日数は、在籍日数の如何にかかわらず10日とする。４月１日以

    降に採用され次回の４月１日までに満１カ年に達しない者には、

    採用された日から１ヵ月後に別表３ー２のとおり与える。 

  ③  前項の欠勤日数には、第29条、第30条および第32条の休暇を含

    まないものとする。 

  ④  当該年度に行使しなかった年次有給休暇は、次年度に限り繰越

    すことができる。 

  ⑤  年次有給休暇は、職員の請求に基づき与えられる。ただし、業

    務の正常な運営を妨げる場合においてはその請求のあった日を変

    更することができる。 

  ⑥  年次有給休暇を受けようとする場合は、予め書面をもって園長

    に届出なければならない。緊急または特別の事由により予め届出

    ることができなかった場合は、事後すみやかに届出なければなら

    ない。 

  ⑦  年次有給休暇は、業務に支障のない範囲で、半日休暇を請求す

ることができる。半日休暇は、勤務時間表による始業時間を4時
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間以内で繰り下げること、もしくは終業時間を4時間以内で繰り

上げることとし、2回の行使で年次有給休暇1日分を行使したこと

とする。 

  ⑧  年次有給休暇により休んだ期間については、通常の給与を支払

    う。 

（産前・産後休暇） 

第29条  妊娠中の女子職員は医師または、助産婦の証明書、または、母

    子健康手帳を示してその出産の前後を通じて、１６週間以内の休

    暇を受けることができる。ただし、多胎妊娠の場合は、２２週間 

    とする。 

  ②  前項に規定する休暇は出産予定日の７週間前から、これを請求

    することができる。 

  ③  産前、産後休暇中の給与については、通常の給与を支払う。 

（生理休暇） 

第30条  生理日の就業が著しく困難な女子職員が請求した場合には、生

    理休暇を与える。 

  ②  生理休暇中の給与は１日に限り通常の給与を支払い、それを超

    える日数については無給とする。 

（育児時間） 

第31条  生後１年未満の乳児を育てる女子職員が請求した場合は、休憩

    時間の外、１日２回、各30分の育児時間を与える。 

（特別休暇） 

第32条  職員は次の各号の１に該当する場合には、それぞれ各号で定め 

     る日数の特別休暇を請求することができる。 

    １．結婚のとき 

     (1) 本人の場合  ７日以内 

     (2) 子女の場合  ５日以内 

    ２．出産のとき 

     (1) 配偶者の場合 ４日以内 

    ３．死亡のとき 

     (1) 配偶者                   10日以内 

     (2) 父母、子（養子を含む）           ８日以内 

     (3) 祖父母、兄弟姉妹、配偶者の両親       ４日以内 

(4) その他同居の親族又は3親等内の親族       ３日以内 

    ４．業務外の傷病により７日以上（休日等含む）業務に従事できな

いとき 

      医師の診断書を提出すること 

                  傷病の日から起算して3カ月以内 
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    ５．第45条に該当する場合 

                  傷病の日から起算して1週間以内 

    ６．夏季休暇 

      ７月１日から８月３１日の間で、職員は交替で５日与える 

  ②  特別休暇を受けようとする者は、休暇の事由及びとろうとする

    日を明示して所定の手続きにより届け出なければならない。ただ

    し、第45条に該当する場合を除く。 

  ③  特別休暇中の賃金は、給与規程の定めるところによる。 

  ④  特別休暇が週休日または休日の前後にわたる場合には現に継続

    する日数をもって特別休暇の期間とみなす。 

（育児休業） 

第32条の2 職員の育児休業および育児短時間勤務に関する事項は、別に定

める「育児･介護休業等に関する規則」による。 

（介護休業） 

第32条の3 職員の介護休業および介護短時間勤務に関する事項は、別に定

める「育児･介護休業等に関する規則」による。 

 

第４章 給与および退職金 

（給   与） 

第33条  職員の給与は、別に定める給与規程による。 

（退 職 金） 

第34条  職員の退職金の支給については、社会福祉施設職員退職手当共

    済契約により行なう。 

  ２． 東京都社会福祉協議会従事者共済会に加入した場合にはその退

    職金の支給を行なう。 

 

第５章 服務規律 

（服務の基本原則） 

第35条  職員は、この規則および付属諸規程に定められた事項を遵守す

    るとともに、業務上の指揮命令に従い、互いに協力してその職責

    を果さなければならない。 

（服務心得） 

第36条  職員は常に次の事項を守り、服務に精励しなければならない。 

    １．常に健康に留意し、積極的な態度をもって勤務すること 

    ２．自己の業務上の権限を超えて専断的なことを行なわないこと 

    ３．常に品位を保ち、法人の名誉を害し信用を傷つけるようなこ

とをしないこと 

    ４．法人の業務上の機密および法人の不利益となる事項を他に洩
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らさないこと 

    ５．許可なくして他に就職し、または事業を営まないこと 

    ６．施設管理者の承認を得ず、施設内で集会を開催し、または文

      書その他の印刷物の掲示等をしないこと 

    ７．許可なく職務外の目的で施設の設備、器具その他の物品を使

      用しないこと 

    ８．職務上の地位を利用して自己の利益を図らないこと 

    ９．児童並びにその家族に対して不敬に当る言葉を使ったり口論

      をしてはならない 

    10．施設設備の保全を厳にするとともに物資および経費を効率的

      に使用しなければならない 

    11．相手方の望まない性的言動により、他の職員に不利益を与え

たり、就業環境を害すると判断される行動などをおこなって

はならない 

（出 退 勤） 

第37条  職員は出勤・退勤にあたり次の事項を守らなければならない。 

    １．職員は始業時間前に出勤し、始業時間に勤務が開始出来るよ

      うに準備するとともに、自ら所定の出勤簿に押印しなければ

      ならない 

    ２．退勤の際は、備品、器具等を所定の位置に格納し、戸締りを

      厳重にし、電熱、火気等の点検をして安全を確認すること 

  ②  次の各号の１に該当する職員に対しては、出勤を禁止し、また

    は退勤を命ずることがある。 

    １．風紀秩序をみだし、または衛生上有害と認められる者 

    ２．火気、凶器その他業務に必要でない危険物を携帯する者 

    ３．業務を妨害し、もしくは法人の秩序をみだし、またはそのお

それのある者 

    ４．その他法人が必要ありと認めた者 

（欠勤の手続） 

第38条  職員が疾病その他の理由で欠勤しようとするときは、事前にそ

    の旨を園長に届け出て承認を受けなければならない。この場合に

    おいて事前に届け出ることができないときは事後すみやかに届け 

    出て承認を受けなければならない。 

  ②  病気欠勤７日以上に及ぶときは医師の診断書を提出しなければ

    ならない。 

（遅 刻） 

第39条  始業時間に遅れた場合は遅刻とする。 

（早退・外出） 
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第40条  職員は、やむを得ない私用により早退または外出しようとする

    ときは、あらかじめ園長の許可を受けなければならない。 

（出 張） 

第41条  職員は出張命令によって出張し、その結果について文書または

    口頭をもって復命する。 

 

第６章 安全及び衛生 

（遵守義務） 

第42条  法人及び職員は、職場における安全及び衛生の確保に関する法

令及び諸規則で定められた事項を遵守し、相互に協力して災害の

未然防止に努めるものとする。 

（災害防止） 

第43条  職員は災害を発見し、またはその危険があることを知ったとき

    は、臨機の措置をとり、被害を最小限にとどめるよう努めなけれ

    ばならない。 

（健康診断） 

第44条  職員に対しては、採用時及び毎年１回以上健康診断を実施する。

    この場合において、健康診断を受けなかった者は、法人の指定す

    る医師の診断書を提出し、これにかえることができる。 

（就業禁止） 

第45条  次の各号の１に該当する職員は医師の認定に従い就業を禁止す

    る。 

    １．他に感染するおそれのある疾病にかかった者 

    ２．感染症の病原体の保持者 

３．その他就業を禁止することが適当と判断された者 

 

第７章 表彰・制裁 

（表   彰） 

第46条  職員が次の各号の１に該当する場合は選考の上、これを表彰す

    る。 

    １．本法人において満10年以上誠実に勤務した者 

    ２．善行があり、衆の模範とするにたる者 

    ３．保育に関し、特にすぐれた研究を行った者および特に創意工

      夫を考案した者 

    ４．災害を未然に防止し、または災害の際特に功労があった者 

    ５．前各号に準ずる程度に善行または功労があると認められる者 

  ②  前項の表彰は賞状のほか賞金または賞品を授与してこれを行な

    う。 



 11 

（制裁の種類・程度） 

第47条  制裁は、その情状により次の区分により行なう。 

    １．譴責 始末書をとり将来を戒しめる 

    ２．減給 １回の事案に対する額が平均賃金の１日分の半額、総

額が１ヶ月の賃金総額の10分の１の範囲内で行なう 

    ３．出勤停止 ７日以内出勤を停止し、その期間中の賃金は支払

わない 

    ４．懲戒解雇 予告期間を設けることなく即時解雇する。この場

      合において所轄労働監督基準署長の認定を受けたときは、予

      告手当（平均賃金の30日分）を支給しない 

（譴責・出勤停止） 

第48条  次の各号の1に該当する場合は、減給または出勤停止に処する。

    ただし、情状によっては、譴責にとどめることがある。 

    1．正当な理由なく、欠勤を重ねたとき 

    2．過失により、業務上の事故または災害を発生させ、法人に重

大な損害を与えたとき 

    3．第35条から第42条迄、または第43条の規定に違反した場合で 

      あって、その事案が軽微なとき 

4．法人内の職場において、性的な言動によって他人に不快な思

いをさせたり、職場の環境を悪くしたとき 

    5．その他前各号に準ずる程度の不都合な行為を行ったとき 

（懲戒解雇） 

第49条  次の各号の1に該当する場合は、懲戒解雇に処する。 

    ただし、情状によっては通常の解雇または減給若しくは出勤停止

    にとどめることがある。 

    1．無届欠勤10日以上に及んだとき 

    2．出勤常ならず改善の見込みのないとき 

    3．刑事事件に関し有罪の判決を受けたとき 

    4．重要な経歴をいつわり採用されたとき 

    5．故意または重過失により災害または業務上の事故を発生させ、

      法人に重大な損害を与えたとき 

    6．他人に対し、暴行脅迫を加え、またはその業務を妨害したと

      き 

    7．職務上の指示命令に従わず、越権、専断の行為をなし職場の

      秩序を乱したとき 

    8．園長の承認を受けないで、職務を放棄し、職場を離脱したと

      き 

    9．前条で定める処分を再三にわたって受け、なお改善の見込み
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      がないとき 

    10．第35条から第42条まで、または第43条の規定に違反した場合

      であって、その事案が重篤なとき 

    11．法人内の職場において、性的な関心を示したり、性的な行為

をしかけたりして、他の職員の業務に支障を与えたとき 

    12．職責を利用して交際を強要したり、性的な関係を強要したと

      き 

    13．その他前各号に準ずる程度の不都合な行為を行なったとき 

 

第８章 雑   則 

（災害補償及び業務外の傷病扶助） 

第50条  職員が業務上負傷しまたは疾病にかかったときは、労働基準法

    の規定に従って、療養補償、休業補償、障害補償を行なう。職員

    が業務上負傷しまたは疾病にかかり死亡したときは、労働基準法

    の規定に従い遺族補償及び葬祭料を支払う。 

  ②  補償を受けるべき者が同一の事由について労働者災害補償保険

    給付を受けるべき場合においては、その価額の限度において前項

    の規定を適用しない。 

  ③  職員が業務外の疾病にかかったときは、健康保険法により、給

    付を受けるものとする。 

(命令による研修) 

第51条  職員の資質の向上を目差して品性並びに知識技能を高めるため

    努めて研修の機会をあたえる。また職員はその機会を利用するよ

    う努めなければならない。 

  ②  命令による研修にかかわる旅費は旅費規程による。 

     

附   則 

     

１．この規則は 昭和６３年 ５月 １日から施行し、同時に旧規程は廃

止する。 

２．平成11年12月15日一部改正 

３．平成14年10月１日一部改正 

４．平成18年4月1日一部改正 

５．平成18年12月14日一部改正 

  改正に伴う副園長の設置は､平成19年4月1日より施行するものとする｡ 

６．平成19年3月9日一部改正 

  改正に伴う勤務時間の変更は平成19年4月1日より施行する。 

７．平成20年5月28日一部改正 
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８．平成20年10月1日一部改正 

９．平成21年1月1日一部改正 

10. 平成21年4月1日一部改正 

11. 平成22年4月1日一部改正 

改正に伴う施行時期は平成22年4月1日とする。ただし、国立保育園において

は施行を留保し、改正前の週40時間1ヶ月単位の変形労働時間制とする。 

12．平成22年6月1日一部改正 

国立保育園においては施行を留保していた1年単位の変形労働時間制につ

いては、平成22年7月1日に施行する。 

13. 平成25年4月1日一部改正  

14. 平成27年4月1日一部改正 
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別表3-1 

第28条1項に規定する年次有給休暇は次のとおり定める。 

在籍年数  

 
0.5年

以上  

1.5年

以上  

2.5年

以上  

3.5年

以上  

4.5年

以上  

5.5年

以上  

6.5年

以上  

～  ～  ～  ～  ～  ～  ～  ～  

0.5年

未満  

1年未

満  

2.5年

未満  

3.5年

未満  

4.5年

未満  

5.5年

未満  

6.5年

未満  
 

休暇日数  10 11 12 13 14 16 18 20 

 

別表3-2 

第28条2項に規定する年次有給休暇は次のとおり定める。 

採 用 月 4月から9月までの間  10日  

休暇日数 10月から3月までの間  なし  

 



1

（初任給の級号給）

　　　②　職種別給料表は次のとおりとする。

　　　　１．　給料表Ａ　　施設長、主任保育士、副主任保育士、保育士、調理員、事務員、用務員

　　　　２．　給料表Ｂ　　看護師、保健師

　　　　３．　給料表Ｃ　　管理栄養士、栄養士

表１

初任給基準表

資格

アルファベットは給料表を意味する

（経験年数の加算）

第１条 新たに職員となった者の級号給は、その者の職務、学歴及び資格に応じて、初任給基準表（表
１）に掲げる級号給とする。ただし、その職員がその職務について有用な学歴、免許、経験等をそ
の職務の最低限度の資格をこえて有する場合においては、それ以上の級号給とすることができ
る。

第２条 新たに職員となった者が、その経歴のうちに社会福祉施設又は幼児教育施設その他表２に定め
る事業所に勤務したことがある場合には、その勤務年数を経験年数換算表（表２）により換算した
経験年数を前条の規定による級号給に加えて得た級号給をもってその者の初任給とする。但し、
本条の加算は本園採用前勤務先を退職後５年以上の期間が経過している者には適用しない。

三年制短大
専門学校卒

級－号給

Ａ１級１７号給

Ｂ１級１７号給

Ｃ１級１７号給

Ａ１級１７号給

Ｃ１級とし号給は理事会で決定する。

栄　養　士

Ａ１級１９号給 Ａ１級１５号給 Ａ１級１１号給

有

事 務 員

Ｃ１級１９号給 Ｃ１級１５号給

調 理 員
用 務 員

管理栄養士

Ａ１級１５号給

Ｂ１級１５号給

有

Ａ１級１１号給

保 育 士 有 Ａ１級１９号給 Ａ１級１５号給

看 護 師
保 健 師

有 Ｂ１級１９号給

主任保育士
副主任保育士

有 Ａ２級とし号給は理事会で決定する。

副 施 設 長 有 Ａ３級とし号給は理事会で決定する。

級－号給 級－号給 級－号給

施 設 長 有 Ａ４級とし号給は理事会で決定する。

社会福祉法人国立保育会初任給規程

給与規定第９条により、初任給に関する事項を次のとおり定める。

職 務

初任給の級号給

学歴 大学卒
二年制短大
専門学校卒

高校卒 中学卒

級－号給



2

表２

経験年数換算表

１．　勤務年数は正規職員としての年数をいう。

　　　非常勤職員として勤務していた年数は加算しない。

２．　換算した経験年数の６か月未満の端数は切り捨て６か月以上１２ヶ月未満は１号換算とする。

３．　経験年数の加算は、８年を限度とする。

（資格取得による号数の加算）

１．　保育士試験に合格し、資格を得た者 ２号給

２．　栄養士試験に合格し、資格を得た者 ２号給

３．　調理師試験に合格し、資格を得た者 ２号給

４．　その他有用と認める資格を得た者 ２号給

付則

（施行期日）

　　この規程は、平成18年４月１日より施行する。

付則（平成20年５月28日一部改正）

（施行期日）

　　この規程は平成20年５月28日より施行し、平成20年４月１日より適用する。

付則（平成21年２月14日一部改正）

（施行期日）

　　この規程は平成21年４月１日より施行する。

付則（平成21年12月26日一部改正）

（施行期日）

　　この規程は平成22年４月１日より施行する。

（施行期日）

　　この規程は平成2３年４月１日より施行する。

（施行期日）

　　この規程は平成26年４月１日より施行する。

無資格ですでに勤務している職員が、その職務に有用な資格、免許を取得した場合には、次の
ように号数を加算する。

第３条

事 務 員
用 務 員

社会福祉施設
その他

主任保育士
副主任保育士

社会福祉施設
その他

８０％
７０％

看 護 師
保 健 師

社会福祉施設
その他

８０％
７０％

調 理 員
管 理 栄 養 士
栄 養 士

社会福祉施設
その他

８０％
６０％

８０％
６０％

保 育 士
社会福祉施設
その他

８０％
６０％

施 設 長
社会福祉施設
その他

８０％
６０％

職 務 経　歴　の　種　類 換算率



号給 １  級 ２  級 ３  級 ４級（施設長） 号給 １　級 ２　級 ３　級 号給 １　級 ２　級 ３　級
1 195,400 218,300 1 198,600 1 196,900
2 199,100 222,000 2 201,800 2 200,000
3 202,800 225,700 3 205,200 3 203,500
4 206,500 229,400 4 208,500 4 206,800
5 210,300 216,200 233,200 5 145,100 211,800 5 210,600 216,500
6 214,000 220,000 237,000 6 148,000 215,100 6 214,300 220,300
7 138,600 217,800 223,700 240,800 7 150,900 218,500 216,500 7 139,200 218,000 224,000
8 140,800 221,500 227,400 244,600 8 153,800 222,000 220,200 8 141,500 221,700 227,800
9 143,000 225,200 231,300 248,500 9 156,800 225,600 224,000 9 143,900 225,400 231,600
10 145,200 228,900 235,000 252,500 10 159,800 229,200 227,700 10 146,300 229,100 235,300
11 147,400 232,700 238,900 256,600 11 162,700 232,900 231,500 11 148,700 232,900 239,200
12 149,600 236,500 242,800 260,700 12 165,800 236,800 235,300 12 151,300 236,700 243,100
13 151,800 240,300 246,800 265,000 13 168,900 240,500 239,100 13 153,900 240,500 247,100
14 154,600 244,100 250,900 269,200 14 172,100 244,300 243,100 14 156,700 244,200 251,100
15 157,500 247,800 254,900 273,400 15 175,300 248,200 247,100 15 159,700 248,100 255,100
16 160,300 251,800 258,900 277,800 16 176,700 252,100 251,100 16 161,100 252,000 259,100
17 163,200 255,800 263,100 282,200 17 178,100 256,300 255,200 17 162,500 256,000 263,200
18 165,400 259,500 267,300 286,600 18 179,900 259,900 259,300 18 166,100 259,700 267,600
19 169,300 263,200 271,500 290,900 19 183,600 263,600 263,300 19 171,300 263,400 271,800
20 173,300 266,800 275,800 295,400 20 186,700 267,200 267,600 20 174,900 267,000 276,000
21 175,400 270,400 280,000 299,900 21 188,000 270,800 271,800 21 176,700 270,600 280,200
22 179,500 274,100 284,400 304,400 22 191,200 274,400 276,000 22 180,500 274,200 284,500
23 183,900 277,600 288,600 309,000 23 194,400 278,000 280,200 23 184,600 277,800 288,700
24 188,000 280,900 292,900 313,600 24 197,700 281,300 284,600 24 188,700 281,100 292,900
25 192,000 284,200 297,200 318,300 25 200,900 284,600 288,800 25 192,800 284,400 297,200
26 195,800 287,500 301,700 323,200 26 204,200 287,900 293,200 26 196,300 287,700 301,700
27 199,400 290,700 306,200 327,800 27 207,500 291,200 297,400 27 199,600 290,900 306,200
28 203,100 294,000 310,400 332,100 28 210,700 294,300 302,000 28 203,100 294,100 310,400
29 206,500 297,400 314,400 336,400 29 214,000 297,900 306,400 29 206,600 297,500 314,400
30 210,200 300,800 318,500 340,700 30 217,200 301,300 310,800 30 210,300 300,900 318,500
31 213,600 304,200 322,700 344,900 31 220,700 304,500 314,900 31 213,900 304,300 322,700
32 217,100 307,400 326,800 349,300 32 224,300 307,600 319,100 32 217,400 307,500 326,800
33 220,500 310,500 330,800 353,500 33 227,800 310,600 323,100 33 220,900 310,600 330,800
34 224,000 313,400 334,900 357,600 34 231,200 313,500 327,100 34 224,500 313,500 334,900
35 227,400 316,400 338,800 361,800 35 234,400 316,600 331,100 35 227,900 316,600 338,800
36 230,800 319,300 342,600 365,700 36 237,800 319,600 335,200 36 231,400 319,600 342,600
37 234,100 322,300 346,200 369,600 37 241,100 322,600 339,000 37 234,600 322,600 346,200
38 237,400 325,200 349,800 372,400 38 244,400 325,600 342,800 38 238,000 325,600 349,800
39 240,700 327,600 353,400 375,000 39 247,600 327,900 346,400 39 241,400 327,900 353,400
40 244,000 329,700 355,900 377,700 40 250,900 329,900 349,800 40 244,600 329,800 355,900
41 247,300 331,600 358,200 380,200 41 254,100 331,800 353,400 41 248,000 331,700 358,200
42 250,700 333,400 360,600 382,600 42 257,400 333,600 355,900 42 251,200 333,400 360,600
43 253,900 335,000 362,900 384,700 43 260,600 335,300 358,200 43 254,600 335,000 362,900
44 257,300 336,600 364,500 386,700 44 263,900 337,000 360,600 44 257,900 336,600 364,500
45 260,600 338,100 366,300 388,600 45 267,000 338,400 362,900 45 260,900 338,100 366,300
46 263,800 339,300 367,900 390,100 46 270,200 339,400 364,500 46 264,100 339,300 367,900
47 266,900 340,300 369,600 391,500 47 273,200 340,400 366,200 47 267,300 340,300 369,600
48 270,100 341,400 371,300 392,700 48 276,300 341,400 367,800 48 270,300 341,400 371,300
49 273,100 342,500 372,800 393,800 49 279,400 342,500 369,400 49 273,400 342,500 372,800
50 276,300 343,300 373,800 394,900 50 282,400 343,300 371,100 50 276,400 343,300 373,800
51 279,400 344,300 375,000 395,800 51 285,300 344,300 372,600 51 279,400 344,300 375,000
52 282,400 345,100 376,100 396,800 52 288,200 345,000 373,700 52 282,400 345,100 376,100
53 285,300 346,000 377,000 397,700 53 291,100 345,700 374,800 53 285,300 345,700 377,000
54 288,200 346,800 378,100 398,800 54 293,700 346,500 375,900 54 288,200 346,400 378,100
55 291,100 347,500 379,000 399,700 55 296,300 347,200 376,800 55 291,000 347,200 379,000
56 293,700 348,300 380,100 400,700 56 298,700 347,800 377,900 56 293,600 347,800 380,100
57 296,300 349,100 380,900 401,600 57 300,800 348,600 378,800 57 296,100 348,600 380,900
58 298,800 349,800 381,900 402,500 58 302,600 349,400 379,800 58 298,400 349,300 381,900
59 301,100 350,600 382,900 403,200 59 304,300 350,000 380,700 59 300,600 350,000 382,900
60 303,000 351,400 383,800 404,100 60 306,000 350,800 381,600 60 302,300 383,800
61 304,800 352,100 384,700 404,900 61 307,400 351,500 382,400 61 304,200 384,600
62 306,400 352,800 385,600 405,600 62 308,500 383,300 62 306,000 385,500
63 307,900 353,600 386,400 406,500 63 309,400 384,100 63 307,600 386,300
64 308,900 354,300 387,300 407,400 64 310,200 385,100 64 308,800 387,200
65 310,000 355,000 388,100 408,100 65 310,900 385,800 65 309,900 388,000
66 310,900 388,900 409,000 66 311,600 386,800 66 310,700 388,800
67 311,600 389,700 409,800 67 312,300 387,600 67 311,300 389,600
68 312,400 390,500 410,500 68 313,100 388,500 68 312,100 390,400
69 313,200 391,300 411,400 69 313,700 389,300 69 312,800 391,200
70 313,900 392,200 412,200 70 314,500 390,200 70 313,600
71 314,700 393,000 412,900 71 315,200 391,000 71 314,200
72 315,500 393,700 413,600 72 315,900 72 315,000
73 316,200 394,500 73 316,600 73 315,700
74 317,000 395,300 74 317,300 74 316,400
75 317,800 396,000 75 318,100 75 317,100
76 318,400 76 318,700 76 317,800
77 319,200 77 319,500 77 318,500
78 319,900 78 320,200 78 319,300
79 320,700 79 320,900 79 320,000
80 321,300 80 321,600 80 320,800
81 322,100 81 322,300 81 321,400
82 322,800 82 323,000 82 322,100
83 323,500 83 323,700 83 322,800

84 324,400 84 323,500
85 324,200
86 324,900

＜給料表Ａ＞［施設長、保育士、調理員、事務員、用務員等］ ＜給料表Ｂ＞［看護師、保健師等］ ＜給料表Ｃ＞［管理栄養士、栄養士等］
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